
 

 i

事業事前評価表 

平成 23 年 2月 21 日 

担当部・課：農村開発部畑作地帯第二課  

１． 案件名 

国 名：パレスチナ 

案件名：ヨルダン渓谷地域高付加価値型農業普及改善プロジェクト 

The Project on Improved Extension for Value-Added Agriculture in the Jordan River Rift 

Valley 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述： 

 パレスチナのヨルダン渓谷地域において、農家の市場対応能力の向上と、市場ニーズの高い農産物を生

産できる技術と知識の習得に関する支援を行うことにより、プロジェクトが対象とする中小規模農家の農

業収益性が向上することを目的とする。 

 

（２）協力期間(予定) 

2011 年 6 月～2014 年 9月（40 ヶ月） 

 

（３）協力総額（日本側） 

約 3.5 億円 

 

（４）協力相手先機関  

 パレスチナ自治政府農業庁 普及・地域開発局、計画局、土壌・水利局、マーケティング局、農業研究

所（NARC）、ヨルダン渓谷地域における各県農業支局 

 

（５）国内協力機関 

なし 

 

（６）裨益対象者及び規模、等 

プロジェクト対象地域（ヨルダン渓谷地域）にある農民グループに所属する中小規模農家（約 770 世帯）
 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

パレスチナにおけるヨルダン渓谷地域（ジェリコ県及びトゥバス県・ナブルス県の一部、面積 1000

㎢）はヨルダン川西岸地区の東部に位置している。本地域において農業は域内の GDP の 12％を算出す

るにすぎないが、労働人口の７割が従事しており、地域の安定及び発展において重要な役割を果たして

いる。 

JICA「ジェリコ地域開発計画調査」（2005 年 10 月～2006 年 9 月）において、同県で営まれている農

業の主たる問題として、農家の技術レベルの低さ、水管理の不徹底、肥料・農薬の不足や価格の高騰、

検問所での検査に時間を要することによる農作物の品質劣化等が指摘されている。また、農業普及につ

いては農業庁普及・地域開発局及び農業研究所が実施しているが、双方の連携はなされておらず、同時

に農家のニーズがこれら関係機関によって十分に把握されていない。 

このような状況下、パレスチナ自治政府から技術プロジェクトの要請があり、循環型農業、節水農業

及び土壌保全に係る研究の実施、研修等を通じた普及関係者の能力向上と、農家が自立的に循環型農業、

節水農業及び土壌保全を実施することを目指したデモファーム運営を含む普及活動とを通じ、農業普及

のための体制基盤を整えることを目的とした技術協力プロジェクト「持続的農業技術確立のための普及

システム強化プロジェクト」を 2007 年 3 月から 2010 年 3 月まで実施した。このプロジェクトでは、対

象地域であるヨルダン渓谷において、参加型研究・普及の実証のため、5つのデモ農業試験圃場（DARF）

を設置し、各デモ農業試験圃場において、農業庁の研究者、技術者及び普及員は、農家のニーズや課題
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を検討し、年次計画に則って、中核農家を通じて栽培方法の改善や新品種の導入を図った。その結果と

して、デモ農業試験圃場は、ヨルダン渓谷における「参加型研究・普及のプラットフォーム」として機

能したことが、活動に関わる関係者間で理解、共有され、プロジェクト目標は達成された。 

しかしながら、プロジェクトで導入された栽培方法の改善や新品種の導入などの技術をさらに広く普

及し、農家の市場対応能力の強化を図ることで、プロジェクト対象地域の農家の収益性の向上を実現す

ることが、今後の課題とされた。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 

・ パレスチナ自治政府は、雇用創出、貧困削減、食料の安全保障、持続的な開発に不可欠な分野とし

て国家農業開発戦略書：A Shared Vision (2011-2013)を策定している。本戦略書では、「農業資源

の効果的かつ持続的活用の促進」、「農家および関連機関の能力向上」、「農民の組織化の促進」「普

及員の能力向上」などが具体的な活動方針として挙げられており、本プロジェクトのめざす目標や

活動と整合している。 

 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位置付け）

 ・日本政府は 2006 年 7 月、イスラエルとパレスチナの共存共栄に向けた中長期的取り組みとして「平

和と繁栄の回廊」構想を提唱した。この構想は、パレスチナ経済を円滑に自立させるため、ヨルダン

渓谷の経済社会基盤を強化していくことを目的としており、同年 8月、JICA はこの構想に基づき「ジ

ェリコ地域開発プログラム」を策定している。本プログラムは、パレスチナ自治政府の「行政能力・

社会サービスの強化」、「農業開発・農産物加工・流通振興」「観光開発、都市環境改善サブプログラ

ム」の３つのサブプログラムから構成されており、本プロジェクトは、JICA 先行プロジェクト「持

続的農業技術確立のための普及システム強化プロジェクト」に引き続き「農業開発、農産物加工・流

通振興サブプログラム」おける主要な協力案件として重要な役割を担うものと位置づけられる。また、

農業分野は、2010 年 7 月に策定されたパレスチナの国家建設支援を目指した支援重点 7 分野（（1）

National Economy、（2）Agriculture、（3）Tourism and Antiquities、（4）Local Government、（5）

Finance、（6）Water、（7）Health）の 1つであり、本プロジェクトは農業分野の中核案件に位置づけ

られる。 

 

（４）他ドナーとの協力の関係 

・パレスチナにおいては、農業庁を主体として農業セクターワーキンググループが立ち上がり、主要ド

ナーや NGO 等の関係機関等と情報や知見の共有を行っている。対象農民グループを重複させないこと

によってプロジェクト間の重複を避けるとともに、こうした関係各機関との協力関係を構築しつつ、

情報共有や連携・協力体制を強化し、成果の相互活用を促進していく。特に今後農業庁の行動計画の

策定や、普及戦略書の策定、さらに農家の能力向上や技術支援に関わっているスペイン開発庁やオラ

ンダ、FAO などとの密な情報交換や連携は不可欠であり、こうした関係者とより綿密な情報交換・連

携体制を築いていく。関連する各ドナーの主な協力は以下のとおり。 

① オランダは、農家の収入向上に向けて、農家及び普及員の Global GAP 制度にかかる能力向上支

援に力を入れている。現在、NGO への業務委託を通じて、商品作物の栽培に向けた農家の能力向

上や農業サービス機関の設置、さらにマイクロクレジット支援等を実施している。さらに、農業

庁に対して普及戦略の策定に向けた財政支援も実施している。 

② スペイン開発庁は、農業分野を優先分野と位置づけており、現在農業庁を支援して、農業セクタ

ーワーキンググループの共同議長を務めつつ、FAO と共同で農業庁の行動計画書（アクションプ

ラン）の策定を支援している。その他、農家の生計向上、貧困削減、食糧の安全保障、節水、土

地開発、雇用の創出等の分野において、現地 NGO や国際機関への拠出を通じた事業の実施を支援

している。 

③ FAO は、小規模農家に対する営農強化支援や、技術指導、持続可能な生計向上支援プログラムを

実施している。農業庁に対しては、農業分野のオンライン情報サイト（APIS サイト）管理にかか
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るテクニカル支援を実施するとともに、農業庁のアクションプランの策定を支援中である。 

 

４．協力の枠組み 

プロジェクトの目標は対象とする農家の農業収益性の改善である。プロジェクトでは収入の増加と
支出の抑制の両面から農民の能力強化を図る。この際、パレスチナの農業は商業的な農業であること
から、農家と市場との関係を意識する。 
収益性を改善するためには、農民は、①市場のニーズを理解する、②ニーズに応じた営農技術を持

っている、③技術を実践できる資本を持っている、ことが必要である。本プロジェクトでは「営農環
境を見極めて、考えて行動する農民」を目指して能力強化を図る。加えて、市場への対応能力を増す
ことによって、収益性の一層の改善を図る。 
本プロジェクトでは、農家が市場ニーズを知る機会と情報を提供することによって、「作ってから売

るための努力」から「売るために作る努力」への発想の転換をおこす。市場への対応能力の向上に関
しては、農民グループの活動に着目して共同購入・出荷を試みる。農家と市場の双方が得する関係を
構築する。 
農民に一方的に知識を与えるのではなく、市場ニーズと解決すべき課題を明らかにすることによっ

て、技術と知識を吸収する動機付けを図る。この状態が整ったところで、①簡便で安価、従って再現
性が高い、②水や土壌といった資源を有効に活用し、保全する、③外的条件の変化に影響を受けにく
い、即ち affordable、sustainable そして self-reliant な技術と知識を普及する。その際に、「持続
的農業技術確立のための普及システム強化プロジェクト」が提案した技術の活用や篤農家の実践に学
ぶことを慫慂する。なお、農家が金融サービスへのアクセスに問題を感じていることが確認された場
合は、それに対応した知識も普及の対象とする。 
プロジェクト目標の達成のためには、普及すべき技術と知識を如何に効率的に多くの人に広めるか

が重要である。そのため、先行プロジェクトで実施したように少数の大規模なデモ農業試験圃場を核
に普及活動を実施するのではなく、先行プロジェクトで確立した技術を活用して、一つ一つの活動の
規模は小さいものの、多くの農家を対象に幅広く普及活動を展開していく。普及のプロセスには、エ
ントリーポイントとして、また共同購入等の活動を想定して農民グループを活用する。本プロジェク
トでは、既存の行政システムを通して普及を行うが、効率性の観点からこれを補完する工夫、たとえ
ば代表者が研修に参加し、研修後に農民グループ内で教え合うなどの農民間普及も実践する。また、
NGO やプライベートセクター、他の援助機関など、農業開発に関係するステークホルダーとのパート
ナーシップも視界にいれる。 

 

[主な項目] 

（１）協力の目標（アウトカム） 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

  ヨルダン渓谷地域においてプロジェクトが対象とする中小規模農家の農業収益性が向上する。 

＜指標・目標値＞  

①プロジェクトの支援を受けた農家の純収益が XX%増加する。（％はプロジェクト開始 6 か月以内に定

める。） 

 

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

1）ヨルダン渓谷地域の農業経済が活性化する。 

2）ヨルダン渓谷地域の農家の生計が向上する。 

＜指標・目標値＞ 

1）対象地域における農業セクターの GDP が XX%増加する。 

2）ヨルダン渓谷地域の農家の所得が XX%向上する。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

①アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

 

成果１：農民グループ及び農家の市場適応力が改善される。 

活動： 

1-1 プロジェクト実施のための市場適応力に係るタスクフォース委員会を設置する。  

1-2 対象地域における中小規模農家及び農民グループの、市場適応力に係る現状を把握するためのベ

ースラインサーベイを実施する。 

1-3 （2-1 のタスクフォースと調整しつつ）対象とする農民グループを選定する。 
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1-4 市場調査を実施する。 

1-5 農民グループに対して農業ビジネス関連関係者フォーラムに係る研修を行う。 

1-6 農民グループのための農業ビジネス関連関係者フォーラムを実施する。 

1-7 農家に対して市場情報を提供する。 

1-8 農民グループに対して共同販売や共同購入に係る研修を行う。 

＜指標・目標値＞ 

①対象農民グループに所属する 60％以上の農家が市場の動向、傾向を説明できる。 

②対象農民グループの 90％で共同販売・共同購入の実績がある。 

（％はベースラインサーベイの結果を元に必要に応じて見直す。） 

 

成果２：付加価値の高い農産物を生産する技術と知識を農民グループ及び農家が習得する。  

活動： 

2-1 プロジェクト実施のための農産物生産に係るタスクフォース委員会を設置する。  

2-2 対象地域における中小規模農家及び農民グループの農産物生産の技術と知識に係る現状を把握す

るためのベースラインサーベイを実施する。 

2-3 （1-1 のタスクフォースと調整しつつ）対象とする農民グループ（1-3 と同一）を選定する。 

2-4 生産及び営農に係る技術と知識を普及するために活動計画を策定する。 

2-5 農家向けの教材を作成する。 

2-6 2-4 の計画に沿って実践する。 

2-7 農家の営農状況の変化をモニタリングする。 

＜指標・目標値＞ 

①対象農民グループに所属する農家の 70％以上の販売農産物の販売価格が XX%上昇する。 

②収益性向上にかかる目標値を達成する農民グループが全体の 80％を超える。 

 

成果３：普及員が付加価値型農業の普及に係る技術と知識を習得する。 

活動： 

3-1 必要とされる技術と知識を特定し、必要に応じて適用に向けた検証を行う1。 

3-2 普及員に対して 3-1 で特定された技術と知識に関する研修をする。 

＜指標・目標値＞ 

①XX%の普及員の付加価値型農業に関する理解度が XX%になる。 

 

（３）投入（インプット） 

① 日本側（総額約 3.5 億円） 

• 専門家派遣 （総括、技術専門家：灌漑、農業普及、営農、マーケティング、家畜飼育、園芸

等。合計 52MM 程度） 

• 機材供与 （普及活動に必要な機材、応用研究に必要な機材、その他。合計 0.93 億円程度）

• カウンターパート研修 （合計 10 名程度） 

• 現地業務費 （合計 0.55 億円程度）     

② パレスチナ側 

• カウンターパートの配置  

• 専門家執務室の配備 

• ローカルコスト 

• カウンターパートの人件費や旅費 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

①前提条件 

• パレスチナの農業組合や普及に関する方針が変化しない。 

• パレスチナに対する国際状況が大幅に悪化しない。 

• 農民グループ間の内部問題が発生しない。 

②成果（アウトプット）達成のための外部条件 

• 農家へのマイクロクレジット提供機関数が減少しない。 

                                                  
1 これらの技術・知識とは、堆肥づくり、節水、畜産、園芸（接ぎ木にかかる技術等）を含む。農家の農業金融へ

のアクセスも必要が確認された場合には含まれる。 



 

 v

• 対象農家への貸し付け条件が悪化しない。 

• 農業に係る経費が急激に上昇しない。 

③プロジェクト目標達成のための外部条件 

• 気候条件が大幅に変化しない。 

• 農産物の市場価格が大幅に下落しない。 

• 農業庁のプロジェクト実施方針に大幅な転換がない 

④ 上位目標達成のための外部条件 

• 対象地域において自然災害がおきない 

 

５．評価 5項目による評価結果 

（１）妥当性 

以下の理由により、妥当性が高いと見込まれる。 

 「パ」自治政府は、雇用創出、貧困削減、食料の安全保障、持続的な開発に不可欠な分野として国

家農業開発戦略書（A Shared Vision） (2011-2013)を策定している。本戦略書では、「農業資源の

効果的かつ持続的活用の促進」、「農家および関連機関の能力向上」、「農家の組織化の促進」「普及員

の能力向上」などが具体的な活動方針として挙げられており、本プロジェクトのめざす目標や活動

と整合している。このことから、本プロジェクトは「パ」自治政府の政策との整合性を確保してい

るといえる。 

 本プロジェクトの対象地域では、農業投入資材へのアクセスが困難であること、さらに農業組合は

存在するもののその組織能力が未発達であり、農家自身が適切な商品作物を効果的に栽培・販売す

る技術が低いこと等から農家の農業収入は低く、貧困状態に置かれている。こうした中、農家の市

場対応能力を高め、さらにマーケットニーズのある農産物の生産技術を高めることを通じて中小規

模農家の農業の収益性の向上を目標とする本プロジェクトは、これらの農家のニーズに合致してい

る。 

 本プロジェクトは日本政府によって提唱された「平和と繁栄の回廊」構想を支えるものであり、日

本の援助政策と整合している。 

 

（２）有効性 

以下の理由により、有効性は高いと見込まれる。 

 本プロジェクトの目標である「中小規模農家の収益向上」はパレスチナにおける貧困削減の解決に

直接寄与するものとして明確である。 

 対象地域における中小規模農家は主として商品作物の栽培により生計を立てている。よって収益の

向上に向けて農家は市場を理解し、市場ニーズに基づく農家経営を推進していくことが必要となる。

本プロジェクトにおいては、農家の市場との関係を意識し、目標達成に向けて、「作ってから売る努

力」から「売るために作る努力」への発想の転換と能力の向上に向けて、１）プロジェクト対象地

域の中小規模農家の市場適応能力の向上、２）普及員の付加価値型農業普及に係る技術能力の向上

と、３）市場ニーズに基づく商品作物を生産する技術能力の向上を主要な 3 つの成果として設定し

ており、目標と成果の論理性は確保されている。 

 

（３）効率性 

以下の理由により、効率性は高いと見込まれる。 

 プロジェクトの投入はプロジェクト活動を実施してプロジェクト目標を達成するのに十分なものと

なっている。投入可能な機材や技術を有効活用するための配慮がなされ、農産物の作付け期に照ら

し合わせて農家への技術指導の実施スケジュールを確定している。このことから効率的な実施が見

込まれる。今後、さらに詳細な投入についても先行プロジェクトでの経験を踏まえ、過不足ない質・

量の投入を計画する。 

 パレスチナでは行政システムが未整備のため、農業収益性の向上を目指す際に、行政システムを前

提とした普及サービスの制度整備を行うアプローチには限界がある。そのため、本プロジェクトで

は農民グループに所属する農家を直接の対象としてその能力向上を図ることに力点を置いており、
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これは国情に合致したより効率的なアプローチである。 

 本プロジェクトは JICA の先行プロジェクトで蓄積された知見や成果を存分に活用して実施される

よう計画されている。また、他ドナーとも連携・協調しつつ支援を行うことでさらなる効率性が期

待できる。 

 JICA 事業においてはこれまで多くの国で節水及び循環型農業、土壌保全にかかる支援や農業組合へ

の支援を実施してきており、こうした経験や知見を本プロジェクトに活かすことでさらなる効率的

な実施が見込まれる。 

 

（４）インパクト 

正のインパクトが、以下のとおり見込まれる。 

 上位目標「ヨルダン渓谷地域の農業経済が活性化して住民の生計が向上する」の達成の見込みは、

行政システムによる普及活動の継続やそれによるインパクトに多くを期待できない実態であるもの

の、本プロジェクトで直接対象とする農家数（約 770 世帯）は同地域の全農家数（約 2,200 世帯）

に対してカバー率が高いこと、さらに既存の行政システムを通しての普及を補完する農民グループ

を通じた農民間普及等の取組みを促進することから、本プロジェクト実施による効果の発現によっ

て達成される見込みが高いと判断できる。また、プロジェクト実施によって対象地域における中小

規模農家の収益が向上すれば、彼らの生産規模や農業への投資が拡大し、地域の貧困層である農業

労働者の雇用機会も拡大し、彼らの生計向上を含め地域の社会的弱者層への裨益効果も拡大する見

込みがある。 

 本プロジェクトで活用する技術は、水や土壌といった資源を有効に活用し、これらを保全する技術

であるとともに、簡便で安価な、農家にとって継続性や再現性が高い技術であることから、周辺農

家に技術の波及が及ぶ可能性が高い。 

 JICA は同地域で「ジェリコ農産加工団地のための PIEFZA 機能強化プロジェクト」に対する協力を

実施中であるが、本プロジェクトによって能力が向上した農民が同団地の企業とのビジネスチャン

スを見つけることや、プロジェクトの成果が知られることにより団地の企業誘致にプラスに働くこ

とが期待される。 

 現時点では本プロジェクトによる負のインパクトは見込まれない。 

 

（５）自立発展性 

以下の理由により、自立発展性は高いと見込まれる。 

 パレスチナにおいて農業分野は国家開発に向けて基盤となるセクターの一つである。さらに、効果

的な普及の促進と農家の収益性の向上は国家農業開発戦略書にもその重要性が掲げられていること

から、協力分野における「パ」自治政府の政策面での継続的な支援が期待できる。 

 プロジェクト実施によって農業組合の組織強化や個別の農家の能力向上がなされれば、その知見は

農家の中に浸透し、さらに農家レベルでの知見の交換や拡大が期待されることから、プロジェクト

実施による効果が継続する見込みは高い。本プロジェクトによる技術支援はパレスチナにおける技

術レベルを勘案し、農家にとって適切に維持管理できる技術を選定するものあることから、技術的

受容性は高く定着の見込みは十分あるといえる。 

 本プロジェクトは行政による普及サービスの支援とともに、それを補完する農民グループを通じた

グループ普及や農民間普及等の促進を通じて、対象地域における農家の収益性の向上をめざすもの

である。農業庁は、普及員の能力向上等普及サービス強化の方針を示しており、農業学修士等高学

歴の普及員も配置しているが、独自の開発予算の手当てが見込まれていないことなどから、行政の

組織・制度的な自立発展性の確保は困難である可能性もある。しかし、プロジェクト活動を通じて

農民グループや農家に普及の手法や内容が蓄積されることによって、プロジェクトによる成果を活

用・発展されていくことが期待できる。また、個々の普及員について、マーケット情報の提供とい

った付加価値型農業普及に関する能力の向上が見込まれることから、将来的に予算が確保された場

合には、プロジェクトによる成果を活用・発展されることが期待される。 
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６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 （貧困） 

・本案件は、対象地域において貧困率の高い中小規模農家を対象とし、彼らの農業の収益性高めること

を目的としている点で貧困削減に資するプロジェクトである。また、こうした中小規模農家による商

業的農業の振興を通じて、地域農業の活性化を促進し、土地をもたない地域の農業労働者の雇用機会

も拡大し、彼らの生計向上も期待できる。プロジェクト実施にあたって実施するベースラインサーベ

イにおいては、対象とする個々の中小規模農家の貧困の度合いや、農地を持たない季節労働者層の特

性や実態を明らかにしつつ、地域の貧困削減に出来る限り多く寄与する方向で活動を行うようにす

る。 

（ジェンダー） 

・ヨルダン渓谷地域においては、多くの女性が農業に従事しており、農作業の 6割以上を女性がこなし

ているとも言われている。本プロジェクトでは、対象とする中小規模農家内の男女間の労働の公平化

が農業のさらなる効率的なマネジメントや生産、所得向上に貢献することも考慮し、女性世帯主家庭

を含む地域の女性の現状や農業における役割・ニーズも十分に把握して活動を実施する。事業の実施

においては、農業庁や支局において 25％を占める女性普及員や関係者を効果的に活用しつつ、各種

研修や技術指導の場においても女性の積極的な関与を促すとともに、女性にも平等に研修や技術指導

を行い、効果的な中小規模農家の営農技術の向上と収益の改善をめざす。 

（環境） 

・本プロジェクトにおいて普及される農業技術の主たるものは、循環型農業、節水農業、土壌保全に係

るものであり、環境に配慮した農業技術である。例えば、本プロジェクトで導入する堆肥製造は、身

近で利用可能な資源を活用して製造するものであり、これにより土壌の肥沃度と物理性の改善も期待

されている。結果として、化学肥料や農薬の使用量も軽減され、その普及はプロジェクト対象地域に

おける環境の保全につながる。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

・JICA による先行プロジェクト「持続的農業技術確立のための普及プロジェクト」においては、プロ

ジェクト事務所を農業庁内に持たず、専門家はプロジェクト活動の本拠地であるジェリコ（ヨルダン

渓谷地域）で過ごす時間が多かった。そのため、活動の成果が効果的に中央や関係者に伝わらなかっ

た面も見られる。こうしたことから、本プロジェクトでは、農業庁内にオフィスを構え、関係各者と

より緊密な連携・情報共有体制を築いていくこととする。 

・JICA による「ケニア共和国 小規模園芸農民組織強化計画」では、農民の、「作ってから売る」から

「売るために作る」という意識と行動の転換に向けて、農業ビジネス関連関係者フォーラムの開催や

市場調査の実施などの支援を行っている。本プロジェクトでも、農業ビジネス関連関係者フォーラム

や市場調査を踏まえて、生産技術を改善するといった「マーケットありきのアプローチ」の導入や、

ジェンダーアウェアネスによる男女間の労働の公平化による営農の効率化等、同プロジェクトで提示

された知見や教訓を本プロジェクトに活用する。 

８．今後の評価計画 

• 2011 年 6 月 ベースライン調査 
• 2013 年 1 月 中間レビュー 
• 2014 年 1 月 終了時評価 
• 2017 年   事後評価 
 
 


